
平成２３年１２月１日（木）

文 部 科 学 副 大 臣

森 ゆうこ

平成２４年度文部科学省税制改正要望
～寄附文化の更なる推進について～



公立学校 国立大学 学校法人
（独）日本学生支援

機構
（独）日本スポーツ

振興センター
一般独立行政法人

所得控除 ○ ○ ○ ○ ○ ○

税額控除 ×
×

○
（PST要件）

× ×
×

法人税
指定寄附

（全額損金算入）
○

○
（奨学事業を含む
教育事業一般）

×
○

（奨学事業）
× ×

教育関係機関の寄附税制　概要

※　赤字は、要望内容

所得税

　独立行政法人

PST要件の見直し

奨学事業 国立競技場
整備事業

奨学事業
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・両親の年収が少ないほど4年生大学進学率が低く、逆に就職する割合が増えていることから、学生が経済

的理由により修学を断念することのないよう、奨学事業の拡充が必要
・幅広く財源を安定的に確保し、より一層の寄附を促進させるためにも、税額控除の導入は必要

高校卒業後の予定進路（両親年収別）
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400万円以下 600万円以下 800万円以下 1000万円以下 1000万円超

就職など 専門学校 短期大学 ４年制大学 受験浪人・未定

注3）無回答を除く。「就職など」には就職進学、アルバイト、海外の大学・学校、家業手伝い、家事手伝い・主婦、その他を含む。専門学校には各種学校を含む。

（出典）東京大学大学院教育学研究科 大学経営・政策研究センター「高校生の進路追跡調査 第1次報告書」（2007年9月）

(%)

注1）日本全国から無作為に選ばれた高校3年生4,000人とその保護者4,000が調査対象。

注2）両親年収は、父母それぞれの税込年収に中央値を割り当て（例：「500～700万円未満」なら600万円）、合計したもの。
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（出典）東京大学大学院教育学研究科 大学経営・政策研究センター「高校生の進路追跡調査 １次報告書」（2007年 9月）

資料２
奨学事業の必要性
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（独）日本スポーツ振興センターが所有する国立霞ヶ丘競技場
の整備事業への個人寄附に係る税額控除の導入等

国立霞ヶ丘競技場
の整備事業

■本整備事業の期待成果
・当競技場が、国際競技大会開催のみなら
ず、広く、スポーツをする者の活動の場、
国民の観戦の場となり、我が国のスポー
ツの普及・振興に大きく寄与

《主な具体例》
・2019年ラグビーワールドカップ
・2020年オリンピック（招致中）
・国際的・全国的な様々なスポーツ大会
・広く国民が行うスポーツ活動の場

■本整備事業の課題
・数百億円規模の資金が必要であり、国費
のみならず多様な財源確保が必要

国立霞ヶ丘競技場の整備事業の特徴国立霞ヶ丘競技場の整備事業の特徴 税額控除の導入等の必要性税額控除の導入等の必要性

【国民全体での寄附の促進】
税額控除の導入により、

幅広い層からの
寄附の獲得を目指す

【企業・団体寄附の促進】
指定寄附の導入により、

個人のみならず
多くの企業・団体からの
寄附の獲得を目指す

本整備事業は、当競技場が、広く、スポーツをする者の活動の場、国民
の観戦の場となり、我が国のスポーツの普及・振興に大きく寄与するもの
である。しかしながら、多様な財源確保が必要となっている。

税額控除の導入により、国民全体での寄附
を促進し、オリンピック・ムーブメントを盛り
上げていく。さらに、企業・団体からの寄附
も促進させる。

寄附目標金額：１００億円

資料３
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学校法人の個人寄附に係る税額控除制度の実施状況

大規模な大学法人を中心に制度の活用が進みつつあるが、寄附実績の要件（3,000円以上の寄附が

年平均100件以上）を小規模な小規模な大学大学法人法人やや、幼稚園・小学校・中学校・高等学校のみを設置する幼稚園・小学校・中学校・高等学校のみを設置する

学校法人学校法人ににおいては、おいては、満たすことが満たすことが困難困難な状況でな状況である。ある。

学校法人の税額控除対象法人への申請の実績（２３年７～１１月）

●文部科学大臣所轄学校法人（大学・短大法人）： 申請法人数 １７５法人 （全６６８法人） ※11/30現在

●都道府県知事所轄学校法人（幼稚園・小・中・高校等法人）： 申請法人数 １２法人（全７，２６５法人）※10/30現在

学校法人（大学法人）への意向アンケート結果（２３年７月）

●調査対象：大学・短大法人６６８法人、回答数５４０法人

・ すぐに申請する／学内手続き整い次第申請する： １３６法人（２５％）

・ 時間がかかる／分からない／申請しない等： ４０４法人（７５％）

●「時間がかかる／分からない／申請しない等」とする理由：

・ 寄附金の実績要件が満たせない： １９２法人（４８％） ※上記４０４法人に占める割合

・ 情報公開の要件が満たせない： ５１法人 （１３％） ※上記４０４法人に占める割合

・ 不明： １６１法人 （４０％） ※上記４０４法人に占める割合

学校法人（幼・小・中・高校等法人）への意向アンケート結果（２３年１１月）

●調査対象：幼稚園、小・中・高校、専修・各種学校法人７，２６５法人、回答数４，５９３法人

・ 申請を予定している： １９３法人（ ４％）※回答数に占める割合

・ 申請は予定していない： ４，４００法人（９６％） ※回答数に占める割合

●「申請は予定していない」とする理由：

・ 寄附金の実績要件が満たせない： ３，７４５法人（８５％） ※上記4,400法人に占める割合

・ 情報公開の要件を満たすことができない １５８法人（ ４％） ※上記4,400法人に占める割合

・ 税額控除を導入する必要がない ２２０法人（ ５％） ※上記4,400法人に占める割合

資料４
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大学改革の方向性のあり方 

とりまとめ（提言） 

大学の国際通用力の向上の在り方については、「教育分野」における向上などその具体的な達成目標と達成時期並びにそ

の評価基準について明確化を図る。まずは各大学による自己改革によってその実現を図る。 

少子化傾向の中での大学経営の在り方については、教育の質の確保と安定的な経営の確保に資するため、大学の教育の内

容、例えば、生涯教育の拡充などへの転換を含む自律的な改革を促すとともに、寄付金税制の拡充等自主的な財源の安定に

向けた取組を促す仕組みを整備する。 

法科大学院の需給のミスマッチの問題については、定員の適正化を計画的に進めるとともに、産業界・経済界との連携も

取りながら、法科大学院制度の在り方そのものを抜本的に見直すことを検討する。 

大学改革の全体の在り方については、国は大学教育において如何なる人材を育成するかといったビジョン及びその達成の

時期を明示した上で、その実現のため第三者による評価などの外部性の強化に加え、運営費交付金などの算定基準の見直し

などの政策的誘導の在り方について検討する。加えて政策評価の仕組みの改善についても併せて検討する。 

 

 

３．検討を求める事項 

○ 寄附税制 

 新しい公共を推進する観点から、寄附税制については、本年の制度改正の利用状況等を踏まえた上で、更なる拡充につい

て検討を進めるべきである。 

 

 

 

資料５ 

民主党税制調査会「平成24年度税制改正における重点要望等について」（H23.11.28） 

行政刷新会議｢提言型政策仕分け｣（H23.11.21） 
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